
７対１・10対１入院基本料の対応について

○ 将来の入院医療ニーズは、人口構造の変化に伴う疾病構成の変化等により、より高い医療資源の投入が必要となる
医療ニーズは横ばいから減少、中程度の医療資源の投入が必要となる医療ニーズは増加から横ばいになると予想さ
れる。

○ 医療ニーズに応じて適切に医療資源を投入することが、効果的・効率的な入院医療の提供にとって重要。

○ ７対１・10対１の一般病棟入院基本料について、より適切な医療提供を進める上では、診療実績に応じた段階的
な評価との組み合わせで評価することが、医療ニーズと資源投入とのバランスをとる上で望ましいと考えられる。

○ 将来の入院医療ニーズの変化に対応す
る病棟への弾力的で円滑な選択・変更
を推進するため、基本部分と実績に応
じた段階的な評価部分との組み合わせ
による評価体系を導入してはどうか。

○ 現行の７対１一般病棟と10対１一般病
棟との間に中間的な水準の評価を設け
てはどうか。 など

７対１・10対１入院基本料について、
例えば以下の点から評価の在り方を検討。

改定の方向性

７対１・10対１入院基本料の課題

＜一般病棟入院基本料（７対１、10対１）の評価体系（案）＞

②（ⅲ）
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７対１ 10対１ 13対１ 15対１

入院基本料 1,591点 1,332点 1,121点 960点

主な加算

14日以内 450点 15日以上30日以内 192点

急性期看護補助体制加算（14日まで）
25対１（５割以上） 160点 25対１（５割未満） 140点

50対１ 120点、 75対１ 80点

看護補助加算１ 109点
看護補助加算２ 84点
看護補助加算３ 56点

看護必要度加算１ 55点
看護必要度加算２ 45点
看護必要度加算３ 25点

看護職員
配置

常時、当該病棟の入院患者
の数が７又はその端数を増す
ごとに１以上

常時、当該病棟の入院患者の
数が10又はその端数を増すごと
に１以上

常時、当該病棟の入院患者の
数が13又はその端数を増すご
とに１以上

常時、当該病棟の入院患者
の数が15又はその端数を増
すごとに１以上

最小必要数の７割以上が看護師
最小必要数の４割以上が看
護師

平均在院
日数

18日以内 21日以内 24日以内 60日以内

重症度、
医療・看護
必要度

基準を満たす患者割合が２割
５分以上（許可病床数が200
床未満で病棟群単位による
届出を行わない場合は、平成
30年３月31日までに限り、２
割３分以上）

継続的に測定を行い、その結果
に基づき評価を行っていること。

医師の員数 常勤の医師の員数が、当該
病棟の入院患者数の10分の
１以上

在宅復帰率 ８割以上

一般病棟入院基本料の主な報酬・施設基準について
②（ⅲ）
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一般病棟入院基本料7対1の届出病床数の推移

44.8 
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243.9 
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328.5 352.8 357.6 379.4 380.4 366.2 363.9 369.7 366.0 362.0 354.1 
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H18.5 H19.7 H20.7 H21.7 H22.7 H23.7 H24.7 H25.7 H26.3 H26.10 H27.4 H27.10 H28.4 H28.10 H29.4

届出病床数（千床）

出典：保険局医療課調べ

［H18.4］
7対1入院
基本料創設

［H20.4］
重症度・看護
必要度の導入

［H24.4］
重症度・看護必要度

該当患者割合基準の見直し
(10%→15%)

平均在院日数要件の見直し
(19日→18日)

［H26.4］
重症度、医療・看護必要度

Ａ項目の見直し
在宅復帰率要件の導入

［H28.4］
重症度、医療・看護必要度

A・B項目の見直し／Ｃ項目の追加
該当患者割合基準の見直し

(15%→25%)
在宅復帰率の見直し

(75%→80%)
※平成26年４月以降は速報値であり、集計方法が異な
ることと、病床数の増減が微小なため届出を要しない
場合等、誤差がありうることに留意が必要。

○ ７対１入院基本料の届出病床数は平成18年に創設されて以降増加。
○ 平成20年以降、７対１入院基本料の増加は緩やかになり、平成２６年度以降は横ばいからやや減少の傾向となって
いる。

診調組 入－１
２ ９ ． ６ ． ２ １

②（ⅲ）
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一般病棟（７対１、10対１）入院患者の年齢階級別分布

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票）

○ 一般病棟（７対１）の入院患者の年齢分布をみると、他の区分と比較して74歳以下の患者の占める割
合が多い。
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１００歳以上

一般（７対１） 一般（10対１） 地域包括ケア病棟・病室 療養病棟

(n=12496) (n=2,952) (n=4,850)(n=1,350)

53.0% 39.1% 28.4% 22.4%

診調組 入－１
２ ９ ． ６ ． ７

参考 ②（ⅲ）
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入院医療ニーズの将来予測① ～年齢構成～

○年齢階層別の日本の人口の推移をみると、今後、６５歳未満の人口は減少していくことが想定される。

（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」
（平成22年国勢調査においては、人口12,806万人、生産年齢人口割合63.8％、高齢化率23.0％）
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※各年齢層毎の2010年時点の人口を１とした場合の推計値

中 医 協 総 － ６

２ ９ ． ３ ． １ ５

（参考）年齢階層別の日本の人口の推移

②（ⅲ）
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一般病棟（７対１・10対１）入院患者の疾患

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） ※主要なものを事務局で抜粋

○ 一般病棟（７対１・10対１）入院患者の疾患をみると、一般病棟（７対１）では、悪性腫瘍の患者が最も
多く、一般病棟（10対１）では、肺炎と骨折・外傷の患者の割合が最も多い。
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診調組 入－１
２ ９ ． ６ ． ７

参考 ②（ⅲ）
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脳血管疾患
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神経系の疾患

その他

消化器系の疾患

悪性新生物

骨折

入院医療ニーズの将来予測② ～疾患構成～

（参考）入院患者の将来推計 2015年を１とした場合の増加率

肺炎

心疾患

脳血管疾患

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計及び患者調査から作成

悪性新生物

中医協 総－２
２９．１１．２４

②（ⅲ）
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入院医療ニーズの将来予測③ ～変化のイメージ～

医療ニーズ
医療資源の投入

在院患者数

○ 予防医療の普及や高齢化の進展などで、将来の入院患者の疾患構成と年齢構成は大きく変化すると考えら
れる。
○ このため、入院医療ニーズは、より高い医療資源の投入が必要な医療ニーズは減少し、中程度の医療資源
の投入が必要な医療ニーズが増加すると考えられる。

入院医療ニーズの
ピークがシフトする

中医協 総－２
２９．１１．２４

②（ⅲ）
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二つの評価手法を組み合わせた評価体系（イメージ）

○ 将来の入院医療ニーズの変化に対応する医療の提供体制確保を推進する観点から、弾力的で円滑な選択・
変更が可能となるよう、基本部分と段階的な評価部分との組み合わせによる評価手法を導入することが望まし
いのではないか。

看護職員配置等に
応じた評価
（基本部分）

＋

【診療報酬の管理単位】

看護職員配置等に
応じた評価
（基本部分）

＋

看護職員配置等に
応じた評価
（基本部分）

＋

実績に応じた評価

【看護職員配置等に応じた評価 （基本部分） 】

【診療実績に応じた段階的な評価】

【診療報酬の管理単位】【診療報酬の管理単位】

実績に応じた評価

実績に応じた評価

中医協 総－２
２９．１１．２４

②（ⅲ）
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一般病棟入院基本料（７対１、10対１）の評価体系（案）

○ 将来の入院医療ニーズの変化に対応する病棟への弾力的で円滑な選択・変更を推進するため、７対１一般病
棟と10対１一般病棟の現行の評価を参考にしつつ、急性期の入院医療の評価体系について、基本部分と実績に
応じた段階的な評価部分との組み合わせによる評価体系を導入してはどうか。

なお、実績に応じた評価の最も高い部分には、現行の７対１一般病棟との整合性に配慮し、７対１看護職員の
配置基準をそのまま適用してはどうか。

○ また、現行の７対１一般病棟と10対１一般病棟との間に中間的な水準の評価を設けてはどうか。

基本部分

重症度、医療・看
護必要度の該当
患者割合

入院基本料

25％
（必須基準）

（基本部分）

基礎的部分

１０対１一般病棟

入院基本料
（基本部分）

該当患者割合に応じた
段階的な評価

７対１一般病棟

基本部分

18％

12％

24％
○％

○％

基本部分

○％

整
理

【看護職員配置等に応じた評価 （基本部分） 】

【診療実績に応じた段階的な評価】

診療報酬の管理単位 診療報酬の管理単位診療報酬の管理単位

現行の７対１看
護職員配置を
そのまま適用

中医協 総－２
２９．１１．２４

②（ⅲ）
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